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平成１７年度科学技術関係

予算の改革について

平 成 １ ６ 年 ７ 月 ２ ３ 日

科 学 技 術 政 策 担 当 大 臣

総合科学技術会議有識者議員

参考資料３－１
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平成１７年度における概算要求で科学技術を強化・充実

科学技術関係予算の改革推進による科学技術施策の質の

一層の向上

平成１７年度は第２期科学技術基本計画の最終年度であり、同計
画に掲げた科学技術創造立国実現のための諸目標の達成に向け、不
必要な重複排除の徹底など科学技術予算の改革を進め、質の高い施
策への取り組みの加速が必要

○ 具体的には、全ての科学技術関連施策について、府省間の縦割りによる弊害

の排除・連携の強化等を推進し、真に重要な政策分野への重点化

○ 同時に、創造的な研究開発活動を推進する競争的研究資金の改革徹底及び
重点的拡充
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１． 優先順位付け（ＳＡＢＣ等）の改善

○ すべての科学技術関係予算をチェックし、優先順位付け等を実施
（参考） 平成１６年度概算要求の例：科学技術関係施策約1,600項目

優先順位付け(SABC等)約350件

○ 国立大学法人、独立行政法人についても聖域なくチェックの対象

○ 外部専門家の拡充による評価体制の強化と専門性の向上

○ 各府省における事前・中間評価の徹底とその結果の優先順位付け
(10月)での活用、優先順位付けにおける重複排除・連携強化等の指摘
事項について、その後の予算編成過程(11月)においても、再度改善状
況をチェック

○ これらの取組みを踏まえ、「Ｓ」には予算を思い切って重点的に配
分する一方、「Ｃ」には削減率を高めるなど、メリハリの効いた予算
の実現に向けた取組み（財政当局への申し入れ等）の強化

「平成１７年度の科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針（平
成１６年５月２６日決定）」に基づき、すべての科学技術関係予算につ
いて、重複排除・連携強化、真に重要な政策分野への重点化を徹底
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２．科学技術連携施策群(連携施策群)の創設・推進①

○ テーマは、有識者議員が候補を示し、概算要求前に各府省からのヒア
リングを行い、各府省と調整をした上で、９月の本会議において決定

○ 概算要求前(8月)、優先順位付け(10月)、その後の予算編成過程(11月)
の各段階（３段階）で総合科学技術会議がチェック。優先順位付けの段
階で、連携施策群ごとに重要度を付す。財政当局との組織的連携を強化

○ 群ごとに、重複を排除し連携効果を高めるため、総合科学技術会議の
下に連携推進ワーキンググループを設け、コーディネーターを配置

○ 重複排除の徹底の上、連携施策群の中で欠落している課題について、
総合科学技術会議のイニシアティブの下、必要に応じ科学技術振興調整
費を活用

各府省の縦割りの施策に横串を通す観点から、総合科学技術会議は、国
家的・社会的に重要であって関係府省の連携の下に推進すべきテーマを定
め、関係府省とともに、「科学技術連携施策群（連携施策群）」として積
極的に推進
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２．科学技術連携施策群(連携施策群)の創設・推進②

○ 科学技術創造立国
の観点から国家的・
社会的に重要な施策

○ 関連施策の不必要な
重複排除が必要な施策

○ 複数の省庁にまたが
り、省庁間の連携が必
要な施策

テーマ候補例

○

○

○

防
衛
庁

○○○○○○○○地域クラスター

○○○○○ナノバイオテクノロジー

○○○○○水素利用 / 燃料電池

○○○○○○バイオマス

○○○○○○次世代ロボット

○○○○○○ユビキタスネットワーク

○○○○新興・再興感染症対策

○○○○○ポストゲノム
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科学技術連携施策群の
テーマ選定の考え方

主な関係府省
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３． 競争的研究資金の改革と拡充 ①

○ 関係府省は、独立行政法人等の運営費交付金のあり方、非競争的研究資金の競
争的資金化を含めて「聖域なき見直し」を行い、競争的研究資金の効果を最大限
に発揮するための制度改革を推進しつつ、競争的研究資金について平成１２年度
比で１５０％以上の水準の確保を目指す

○ 有識者議員は、上記制度改革・資金拡充への取り組みの状況について概算要求
前にヒアリングを実施

○ 関係府省は、制度改革と拡充にかかる自らの取組みの状況について、概算要求
後及び政府予算案決定後の総合科学技術会議において説明し、同会議として政府
全体の予算確保状況等を確認

○ 競争的研究資金の配分機関となる独立行政法人については、「競争的研究資金
制度改革について」（平成１５年４月２１日総合科学技術会議決定）に基づき必
要な方策が講ぜられるよう配慮する

競争的研究資金については、現行科学技術基本計画の倍増目標等を達成
するためには、平成１７年度予算において制度改革の徹底とともに、増加
のベクトルを格段に変化させる十分な重点化・拡充が必要
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３． 競争的研究資金の改革と拡充 ②
関係省における競争的研究資金の規模の推移 単位：億円

2,968
3,265

+10.0%
3,443
+5.5%

3,490
+1.4%

3,606
+3.3%

4,500（第２期科学技術基本計画の目標）

1229.936,254

17821.2312

1760.8837

1110.96,226

1248.51,190

10931.21,290

11812.422,839

68518.5801

H１６/H１２
％

H１６
競争的資金/
科技経費％

H１６
科技関係経費

3,6063,4903,4433,2652,968合計

6649474137環境省

76654国土交通省

5853534852経済産業省

10181808282農林水産省

402446463442369厚生労働省

2,8252,7142,6562,5592,403文部科学省

1481421388822総務省

H１６H１５H１４H１３H１２
金
額

(億
円

)

年度


